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平成 16 年 1 月期    中間決算短信（連結）       平成 15 年 9 月 18 日 

 

上 場 会 社 名           積水ハウス株式会社                     上場取引所       東 大 名 
コ ー ド 番 号         1928                                       本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.sekisuihouse.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 和田 勇 
問合せ先責任者 役職名 広報部長     氏名 山口 英大     ＴＥＬ (06) 6440－3111 
 
決算取締役会開催日 平成 15 年 9 月 18 日 
米国会計基準採用の有無  有 ・ 無 
 
１． 15 年 7 月中間期の連結業績（平成 15 年 2 月 1 日～平成 15 年 7 月 31 日） 
(1) 連結経営成績                                （注）百万円未満は切り捨てにより表示 

 売 上 高     営業利益  経常利益 

 百万円    ％ 百万円     ％ 百万円     ％

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

657,921    1.3
649,767  △1.5

39,950    19.6
33,398  △14.5

38,890    21.7
31,966  △18.0

15 年 1 月期         1,300,237     72,737    69,146 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

17,444    9.3
15,961   -

24.72 
22.50 

23.05 
20.40 

15 年 1 月期      34,546 48.71 44.42 
(注)①持分法投資損益       15 年 7 月中間期 △16 百万円     14 年 7 月中間期 △3百万円       15 年 1 月期   7 百万円 

②期中平均株式数(連結) 15 年 7 月中間期 705,593,929 株  14 年 7 月中間期 709,302,320 株   15 年 1 月期 709,184,330 株 
③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

1,167,711 
1,270,876 

647,475 
639,411 

55.4 
50.3 

930.96 
901.52 

15 年 1 月期 1,258,979 645,702 51.3 911.01 
(注)期末発行済株式数(連結) 15 年 7 月中間期 695,493,117 株  14 年 7 月中間期 709,259,317 株  15 年 1 月期 708,775,614 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

39,196 
32,273 

  56,100 
△35,266 

△108,724 
 △56,804 

174,089 
182,009 

15 年 1 月期 51,274 △29,030  △76,713 187,381 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ９９社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  ３社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   ２社 (除外)   －社    持分法 (新規)   １社 (除外)   －社 
 
 
２．16 年 1月期の連結業績予想（平成 15 年 2 月 1 日～平成 16 年 1 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 1,340,000 77,000 35,500 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  51 円 04 銭 

 

 

 

※上記の業績予想は本資料の発表日現在の事業環境に基づき作成したものです。実際の業績は今後様々な要因によって予

想数値と異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は添付参考資料 2 ページを参照下さい。 
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参考資料①【平成 16 年 1 月期中間期決算の概要】 
                                            （百万円） 

【連  結】 前中間期実績 当中間期実績   前期比  通期予想    前期比 

売 上 高 649,767 657,921 101.3 1,340,000 103.1
売 上 総 利 益 130,323 135,724 104.1 279,000 105.6
販 管 費 96,924 95,774 98.8 199,000 103.9
営 業 利 益 33,398 39,950 119.6 80,000 110.0
経 常 利 益 31,966 38,890 121.7 77,000 111.4
特別利益・損失 △759 △1,441 ― △1,000 ―

当 期 純 利 益 15,961 17,444 109.3 35,500 102.8
 

【個  別】 前中間期実績 当中間期実績   前期比  通期予想    前期比 

売 上 高 527,846 523,888 99.3 1,080,000 102.6
売 上 総 利 益 108,545 112,932 104.0 234,000 105.6
販 管 費 82,566 80,773 97.8 167,500 102.8
営 業 利 益 25,978 32,159 123.8 66,500 113.6
経 常 利 益 25,133 32,101 127.7 65,000 117.0
特別利益・損失 △718 △1,374 ― △1,000 ―

当 期 純 利 益 13,914 15,556 111.8 32,500 107.6
受 注 高 647,643 545,352 84.2 1,200,000 106.9
受 注 残 高 700,383 672,010 95.9 770,547 118.4
 (注)当社は受注高・受注残高については個別のものを記載しています。        
 
 
主な経営指標推移 

【連  結】 平成 12 年 1 月期 平成 13 年 1 月期 平成１4 年 1 月期 平成 15 年 1 月期 
平成 16 年 1 月期

中間期 

１株当り当期純利益 △132.65 円 35.03 円 △125.11 円 48.71 円 24.72 円

１株当り純資産額 1,012.78 円 1,027.71 円 883.16 円 911.01 円 930.96 円

営 業 利 益 率 5.72％ 7.04％ 5.72％ 5.59％ 6.07％
Ｒ Ｏ Ｅ △ 12.23％ 3.44％ △ 13.21％ 5.43％ 5.40％
Ｒ  Ｏ  Ａ ＊1 5.40％ 6.90％ 5.65％ 5.90％ 6.81％
   
住宅建築シェア ＊2 5.2％ 5.0％ 5.2％ 5.0％ 5.1％
紹介受注比率   ＊3 56.6％ 59.3％ 62.2％ 63.4％ 60.2％
住宅一棟当り単価(千円) 29,815 30,620 30,724 29,605 29,625
積和不動産関与率＊4 56.2％ 59.9％ 69.5％ 72.8％ 76.1％
同 借上入居率 95.9％ 96.2％ 95.7％ 95.6％ 95.8％

展 示 場 数 ( 期 末 ) 631 632 653 602 564
＊1 ROA：総資産事業利益率＝（営業利益+受取利息）／総資産  
＊2 当社住宅建築戸数／全国住宅着工戸数（暦年） 但し、今中間期は 2～7 月の数字  
＊3 紹介による受注棟数／全受注棟数 
＊4 シャーメゾン（賃貸住宅）受注物件における積和不動産各社の管理・借上げ契約物件比率 
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参考資料② セグメント別内訳（平成 16 年 1 月期中間期） 
【連結】 （18 ページ参照） 

当中間期実績 前中間期実績 通期予想  
売上高 

（百万円） 粗利率
営 業

利益率

売上高 
（百万円） 粗利率

営 業 
利益率 

売上高 
（百万円） 粗利率

営 業

利益率

（工業化住宅請負） 379,691 25.8 11.9 357,177 25.8 11.1 785,000 26.4 12.2
（ 不 動 産 販 売 ） 91,702 14.3 2.5 104,953 12.8 2.8 180,000 13.3 2.1
（ 不 動 産 賃 貸 ） 123,938 10.7 4.1 114,498 11.6 4.4 250,000 10.6 4.1
（ そ の 他 事 業 ） 65,953 19.8 2.6 76,651 17.5 1.2 130,000 19.0 2.1
（消去又は全社） (3,365) － － (3,514) － －  (5,000) － －

（ 連 結 ） 657,921 20.6 6.0 649,767 20.0 5.1 1,340,000 20.8 6.0
【個別】 

※「個別中間財務諸表」では従来通り「完成工事」と「不動産事業」にて分類していますが、連結の上記セグメ
ント別表示との関連性を明らかにするため、連結と同基準にて表示したものを参考までに示します。 

受 注 高 売 上 高 受注残高当中間期実績    
金 額  (%) 棟数 金 額 (%) 棟数 戸数 

粗利

率 
営業

利益

率 金 額 (%) 棟数 
（工業化住宅請負） 385,573 70.7 12,436 378,251 72.2 12,312 26,724 24.6 11.4 503,046 74.9 15,710

鉄 骨 戸 建 200,182 6,904 202,111 6,916 7,223 － － 228,649 7,556
シャーウッド戸建 41,979 1,338 40,269 1,298 1,309 － － 52,450 1,654

 

シ ャ ー メ ゾ ン 143,411 4,194 135,869 4,098 18,192 － － 221,947 6,500
（不動産販売） 92,642 17.0 1,335 82,502 15.7 1,363 2,016 15.0 2.6 84,183 12.5 1,056

鉄 骨 戸 建 32,310 1,159 33,114 1,214 1,266 － － 23,690 886
シャーウッド戸建 5,268 176 4,165 137 137 － － 4,609 170
分譲マンション等 17,816 － 10,891 12 613 － － 26,714 －

 

土 地 37,246 － 34,330 － － － － 29,170 －

（不動産賃貸）  4,741 0.9 － 4,741 0.9 － － △1.6 △3.1 － 0.0 －

（その他事業） 62,394 11.4 58 58,393 11.2 59 1,002 12.7 0.8 84,780 12.6 258
R C 請 負 20,437 58 16,938 59 1,002 － － 50,447 258
エ ク ス テ リ ア 20,390 － 21,053 － － － － 27,215 －

 

リ フ ォ ー ム 21,566 － 20,401 － － － － 7,118 －

合 計 545,352 100.0 13,829 523,888 100.0 13,734 29,742 21.5 6.1 672,010 100.0 17,024

受 注 高 売 上 高 受注残高前中間期実績 
 金 額  (%) 棟数 金 額  (%) 棟数 戸数 

粗利

率 
営業

利益

率 金 額  (%) 棟数 
（工業化住宅請負） 467,989 72.3 14,977 355,725 67.4 11,519 24,357 24.7 10.5 550,848 78.7 17,689

鉄 骨 戸 建 253,494  8,121 196,927 6,706 6,800 － － 259,908 8,775
シャーウッド戸建 51,337  1,673 39,282 1,275 1,287 － － 54,426 1,754

 

シ ャ ー メ ゾ ン 163,156  5,183 119,514 3,538 16,270 － － 236,514 7,160
（不動産販売） 109,757 16.9 1,539 98,100 18.6 1,353 2,051 13.1 2.2 69,469 9.9 1,060

鉄 骨 戸 建 40,320  1,441 35,567 1,283 1,352 － － 24,489 928
シャーウッド戸建 2,086  98 1,797 60 60 － － 2,677 132
分譲マンション等 24,816  － 19,307 10 639 － － 18,222 －

 

土 地 42,534  － 41,428 － － － － 24,081 －

（不動産賃貸）  5,514 0.9 － 5,514 1.0 － － 4.7 3.6 － 0.0 －

（その他事業） 64,380 9.9 58 68,505 13.0 65 2,023 11.1 0.4 80,066 11.4 288
R C 請 負 17,688  58 27,034 65 2,023 － － 54,774 288
エ ク ス テ リ ア 28,678  － 23,602 － － － － 23,119 －

 

リ フ ォ ー ム 18,014  － 17,869 － － － － 2,173 －

合 計 647,643 100.0 16,574 527,846 100.0 12,937 28,431 20.6 4.9 700,383 100.0 19,037
 

受 注 高 売 上 高 受注残高通期予想 
金 額 (%) 棟数 金 額 (%) 棟数 戸数 

粗利

率 
営業

利益

率 金 額 (%) 棟数 
（工業化住宅請負） 869,000 72.4 27,800 782,700 72.5 25,150 54,250 25.1 11.3 582,024 76.3 18,236

鉄 骨 戸 建 458,000  15,700 431,200 14,500 15,050   － － 257,378 8,768
シャーウッド戸建 100,000  3,100 81,000 2,600 2,650 － － 69,740 2,114

 

シ ャ ー メ ゾ ン 311,000  9,000 270,500 8,050 36,550 － － 254,905 7,354
（不動産販売） 193,000 16.1 2,600 164,700 15.2 2,526 3,600 13.6 2.3 102,343 10.9 1,172

鉄 骨 戸 建 63,000  2,300 56,300 2,250 2,250 － － 31,193 991
シャーウッド戸建 10,000  300 7,000 250 250 － － 6,506 181
分譲マンション等 35,000  － 30,000 26 1,100 － － 24,789 －

 

土 地 85,000  － 71,400 － － － － 39,854 －

（不動産賃貸）  10,600 0.8 － 10,600 1.0 － － 0.0 △2.6 － 0.0 －

（その他事業） 127,400 10.7 100 122,000 11.3 100 2,250 12.7 1.4 86,179 12.8 259
R C 請 負 32,400  100 32,000 100 2,250 － － 47,348 259
エ ク ス テ リ ア 50,000  － 47,000 － － － － 30,878 －

 

リ フ ォ ー ム 45,000  － 43,000 － － － － 7,953 －

合 計 1,200,000 100.0 30,500 1,080,000 100.0 27,776 60,100 21.7 6.2 770,547 100.0 19,667
 （注）当社は受注については棟数で計上しています。売上に関しては参考までに戸数も表示しています。 
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建物販売実績           
平成 16 年 1 月期中間期実績

   

ご参考として、個別の建物販売実績を記載しています。    
＝平成 15 年 1 月期中間期実績

   

  住宅                    

   （合計）          （戸建）      （鉄骨戸建）     
                          
    29,742戸         9,935戸      8,489戸    
    13,723棟         9,565棟      8,130棟    
   ( 2,381,823㎡ )       ( 1,374,582㎡ )    ( 1,162,173㎡ )   
    483,174百万円         300,633百万円      256,197百万円    

     28,431戸         9,499戸      8,152戸    
     12,926棟          9,324棟       7,989棟    
   ( 2,320,323㎡ )       ( 1,354,243㎡ )    ( 1,157,089㎡ )   
     474,035百万円          297,330百万円       256,250百万円    
   戸数比 104.6%        戸数比 104.6%    戸数比 104.1%    
   棟数比 106.2%        棟数比 102.6%     棟数比 101.8%    
   面積比 102.7%        面積比 101.5%     面積比 100.4%    

   金額比 101.9%        金額比 101.1%     金額比 100.0%    

           

               （シャーウッド住宅）      
                       
                  1,446戸    
                 1,435棟    
                ( 212,409㎡ )   
                 44,436百万円    

                   1,347戸    
                  1,335棟    
                ( 197,154㎡ )   
                  41,080百万円    
                 戸数比 107.3%    
                棟数比 107.5%    
                面積比 107.7%    

                金額比 108.2%    

           

           （集合住宅）        （低層賃貸住宅）     
                        
            19,807戸      18,192戸    
            4,158棟      4,098棟    
           ( 1,007,241㎡ )    ( 873,976㎡ )   
            162,140百万円      135,869百万円    
             18,932戸       16,270戸    
             3,602棟       3,538棟    
           ( 966,080㎡ )    ( 770,830㎡ )   
             158,836百万円       119,515百万円    
           戸数比 104.6%    戸数比 111.8%    
           棟数比 115.4%     棟数比 115.8%    
           面積比 104.3%     面積比 113.4%    
           金額比 102.1%     金額比 113.7%    
                               
           

 非住宅         （リフォーム）        （ＲＣ等共同住宅）      

                        
                           1,615戸    
    11棟               60棟    
   ( 10,246㎡ ）           ( 133,265㎡ )   

    1,559百万円         20,401百万円      26,271百万円    

                            2,662戸    
     12棟                 64棟    
   ( 44,140㎡ ）            ( 195,250㎡ )   
     6,822百万円          17,869百万円       39,321百万円    
                 戸数比 60.7%    
   棟数比 91.7%              棟数比 93.8%    
   面積比 23.2%              面積比 68.3%    
   金額比 22.9%        金額比 114.2%     金額比 66.8%    
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企業集団の状況 

 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 99 社、関連会社 3 社及びその他の関係会社 1 社で構成され、工業化

住宅の設計、施工及び請負並びに住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借、管理及びそれらに関連する事業活動を行っています。 
当社グループの各事業における位置付けは次の通りです。 

 なお、次の４部門は「セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。 
 
(1) 工業化住宅請負事業 
  鉄骨系、木質系及びコンクリート系の各種住宅やアパートの施工及び請負を行っています。 
（工業化住宅請負事業に関わる主な関係会社） 
 セキハ㈱、積和建設埼玉㈱、積和建設横浜㈱、積和建設大阪北㈱ 

 
(2) 不動産販売事業 
 宅地、建売住宅及びマンション等の販売を行っています。 
（不動産販売事業に関わる主な関係会社） 
 積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産東北㈱、積和不動産九州㈱ 

 
(3) 不動産賃貸事業 

戸建住宅、アパート、マンション、商業ビル、店舗等の賃貸借及び管理等を行っています。 
（不動産賃貸事業に関わる主な関係会社） 
 積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産東北㈱、積和不動産九州㈱ 

 
(4) その他事業 
  マンション、商業ビル等の設計、施工及び請負並びに住宅のリフォーム、造園、外構工事の設計、施工及び請負等を行っています。

（その他事業に関わる主な関係会社） 
 ランドテック積和千葉㈱、ランドテック積和中部㈱、グリーンテクノ積和㈱、グリーンテクノ積和中部㈱ 

 
  事業の概要図は次の通りです。   

   住宅の施工 
(建材の供給)  積  

 ※1 セキハ㈱  代金決済 （住宅ローン貸付） 貸付 

 工業化住宅

請 負 事 業

   水  ※2 日本住宅ローン㈱   
（建築資材の供給）     返済  
 ※3 積水化学工業㈱ ハ  
  商業ビルの施工、住宅のリフォーム等 
(住宅の施工及びエクステリア事業) 基礎・建方 ウ  

その他事業

 ※1 積和建設埼玉㈱他 77 社 及び造園工事  
   ス 不動産の販売 

顧

 
 
 
 
客

 
(不動産の仲介及び賃貸借)   
※1 SEKISUI  DEUTSCHLAND  ㈱  

 BAU  G.m.b.H.   住宅の施工             不動産の販売 

不 動 産

販 売 事 業

     (不動産売買、仲介、賃貸借、管理等)    
(不動産関連サービス)    ※1 積和不動産㈱  他 5 社    

 ※1 スカイレールサービス㈱    ※1 積和管理㈱   他 2 社    
 ※1 六甲アイランドケーブル   不動産の ※1 神戸六甲アイランド㈱    

  ビジョン㈱  賃貸借等 ※1 西宮マリナシティ開発㈱    
 ※2 六甲アイランドエネルギー    ※1 ｴｽｼﾞｰｴﾑ･ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ㈱ 不動産の賃貸借等 
  サービス㈱   他 1 社     他 3 社    

    顧 不 動 産

(住宅関連図書出版、広告代理)    客 賃 貸 事 業

 ※1 ㈱住まいの図書館  不動産の賃貸借等   
 ※1 ㈱エスイーエー     

      
      

     
(注) ※1 連結子会社    

 ※2 持分法適用関連会社    
 ※3 その他の関係会社    
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（主な関係会社の状況） 

主 要 な 事 業 議決権の
名   称 住 所 資本金 

の 内 容 所有割合

役 員 の 

兼 任 等 
営業上の取引 

（連結子会社）  百万円   

神戸六甲アイランド㈱ 
神 戸 市 

東 灘 区 
1,000 不動産販売事業 61.8% 

役員   2 名

執行役員 1 名

従業員  1 名

転籍   1 名

当社が参画している六甲アイラ

ンドシティ開発プロジェクト共

同事業会社 

西宮マリナシティ開発㈱ 
兵 庫 県 

西 宮 市 
400 同 上 100.0%

役員   4 名

執行役員 2 名

従業員  1 名

当社が参画している西宮マリナ

シティ開発プロジェクト共同事

業会社 

エ ス ジ ー エ ム ・ 

オ ペ レ ー シ ョ ン ㈱ 

神 戸 市 

東 灘 区 
418 不動産賃貸事業 100.0%

役員   2 名

執行役員 1 名

転籍   3 名

不動産の管理委託及び住宅関

連機器の売買 

積 和 不 動 産 ㈱ 
東 京 都 

渋 谷 区 
1,668 不動産賃貸事業

不動産販売事業
59.9% 役員   3 名

転籍  10 名

当社及び当社顧客等の不動産

売買の代理、媒介及び不動産の

管理委託他 

役員   2 名

従業員  1 名積 和 不 動 産 東 北 ㈱ 
仙 台 市 

青 葉 区 
200 同 上 55.1% 

転籍   5 名

同    上 

積 和 不 動 産 中 部 ㈱ 
名 古 屋 市 

中 村 区 
1,368 同 上 42.9% 役員   3 名

転籍   8 名
同    上 

   
積 和 不 動 産 関 西 ㈱ 5,829 同 上 40.5% 

 

大 阪 市 

北 区 
  

役員   2 名

転籍  12 名
同    上 

積 和 不 動 産 中 国 ㈱ 
広 島 市 

中 区 
379 同 上 42.2% 役員   2 名

転籍   8 名
同    上 

役員   2 名
積 和 不 動 産 九 州 ㈱ 

福 岡 市 

博 多 区 
263 同 上 42.7% 

転籍   8 名
同    上 

積 水 ハ ウ ス 梅 田 

オ ペ レ ー シ ョ ン ㈱ 

大 阪 市 

北 区 
100 不動産賃貸事業 100.0%

役員   2 名

従業員  2 名

転籍   1 名

不動産の管理委託 

富 山 県 役員   3 名
セ キ ハ ㈱ 

新 湊 市 
480 工 業 化 住 宅

請 負 事 業
100.0%

従業員  2 名
住宅関連部材の売買 

東 京 都 
グリーンテクノ積和㈱ 

渋 谷 区 
100 そ の 他 の 事 業 100.0%

役員   1 名

転籍   5 名

従業員  1 名

外構･造園工事の請負 

役員   1 名

執行役員 1 名ランドテック積和中部㈱ 
名 古 屋 市 

守 山 区 
50 同 上 100.0%

従業員  5 名

地盤調査、測量等の請負 

積 和 建 設 埼 玉 ㈱ 
埼 玉 県 

さいたま市 
40 工 業 化 住 宅

請 負 事 業
100.0%

役員   1 名

従業員  7 名

転籍   3 名

基礎・建方等の建築工事の請負

（注）1．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

   2．積和不動産中部㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中国㈱及び積和不動産九州㈱の持分は 100 分の 50 以下ですが、実質

的に支配しているため子会社としています。 

   3．積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中国㈱及び積和不動産九州㈱は有価証券報告書提出会

社です。 

なお、積和不動産㈱は東京証券取引所市場第 2 部、積和不動産中部㈱は東京証券取引所市場第 2 部及び名古屋証券取引所市

場第 2 部、積和不動産関西㈱は大阪証券取引所市場第 1 部、積和不動産中国㈱は東京証券取引所市場第 2 部及び大阪証券取

引所市場第 2 部、積和不動産九州㈱は JASDAQ 市場にそれぞれ上場しています。 
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経営方針及び経営成績 

 
1．経営方針 
 
（会社経営の基本方針） 

当社の経営方針といたしましては、創業以来「人間性豊かな住まいと環境の創造」を目指し、住宅業界のトップ

メーカーとして最高の品質と技術の提供を図ることを基本とし、当社の根本哲学である「人間愛」を日々の活動に

反映させ、常に「お客様本位」の家づくりに取り組んでおります。今後とも厳格な品質管理のもと、徹底した CS（顧

客満足）の向上並びにアフターサービスの充実に努めてまいります。商品寿命が超長期に及ぶ住宅という商品特性

上、これら日頃の地道な業務の積み重ねにより確固たる信頼を構築することが、永続的な成長の基本であるととも

に不可欠な要素であると考えております。また、当社は CS（顧客満足）、SS（株主満足）、ES（従業員満足）の         
三位一体の中から真の企業経営が生まれるとの基本的な考えに立ち、企業市民としての義務の達成や、永続的に成

長を続けるための先行投資及び安定性を考慮に入れつつ、業績拡大に邁進いたす所存です。 
 
（利益配分に関する方針） 

利益配分に関する方針といたしましては、昭和 63 年 1 月期以降、1 株当たり年間 18 円の株主配当金を安定的な

配当として継続する一方、利益の状況、企業体質の強化及び将来の事業展開を総合的に勘案しつつ、時に応じて特

別配当又は記念配当を実施し、株主の皆様へ利益還元を図って参りました。また、自己株式買入れの実施など、資

本効率を改善させ長期的な株主利益の増進を図るよう努力いたしております。 
今後は、配当性向を考慮しつつも、その指標が法改正や予測が困難な経済情勢などにより変動することにも配慮

し、利益の適正かつ合理的な配分を検討してまいる所存です。 
 

（投資単位の引き下げに関する考え方及び方針） 
当社は、より広範な投資家、とりわけ個人投資家の方々の参加を容易にする施策の重要性を認識しております。し

かしながら現状当社株式の流動性については十分に確保されていることなどから、今後個人投資家の動向、市場の要

請等を勘案し、その費用ならびに効果等を検討しつつ慎重に対処したいと考えております。 
 

（目標とする経営指標） 
当社は、経営の効率化を促進するために、時機に応じてバランスシートの健全化を図るとともに、各事業の資

産効率の向上に努めてまいります。それらの結果として総資産利益率、純資産利益率の改善を目指しております。 
具体的な目標といたしましては、利益率の向上とともに、中期的には総資産の圧縮・総資産回転率の向上によ

り ROA の目標値を 10%といたします。 
 

（中長期的な会社の経営戦略） 
当社経営の基本方針を踏まえ、営業力の強化をさらに進めるとともに、市場規模、利益率・資産効率等を勘案

の上、リフォーム事業、エクステリア事業の拡大など周辺事業にも積極的に取り組み、収益の拡大を図る所存で

す。 
 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況） 

当社では、委員会制は採用せず、監査役制度を効果的に活用したいと考えております。平成 14 年 4 月に執行役

員制を導入いたしましたが、その際に取締役の員数を半減し、現在は 11 名の体制で迅速かつ機動的な経営の遂行

に努めております。 
監査役 4 名のうち、2 名は社外監査役を選任し、健全な経営のチェック体制を確立するよう努めております。 
コンプライアンスについては、これを最大の経営課題と位置づけ、専任の事務局を設けたほか全社的な研修を

推進するなど、関連部署の連携を強化し、その推進を図っております。 
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2．経営成績 
 

当上半期の我が国経済は、景気低迷による雇用情勢の悪化など、依然として厳しい状況で推移いたしました。

しかしながら一方では、企業収益に回復のきざしが現れ、設備投資や個人消費においても改善が見られました。

また、上半期末にかけては長期にわたり低迷していた株式市場に回復の動きが見られるなど、景気の先行きに明

るい材料を提供することとなりました。 
 住宅市場におきましては、首都圏の商業地における地価の下げ止まりや、相続税・贈与税の改正により生前贈

与促進が図られるなど、一部にプラス要因があったものの、それらの影響は持家では限定的なものに止まり、建

替などの二次取得者層を中心とした個人の住宅投資意欲を回復させるには至りませんでした。一方、貸家につき

ましては、前期に引き続き相続税対策や低金利下における有利な資産運用手段として比較的堅調に推移いたしま

した。しかしながら、景気回復への不透明感など悪材料を払拭することができず、全体的には改善は認められず、

厳しい状況が続くこととなりました。 
 このような状況のもと、当社におきましては受注の拡大を経営の最大課題と位置付け、営業社員の活性化を図

り、住宅の品質を一層向上させることに注力いたしました。組織面では生活ソフトの提案を強化するため、新た

に「ハートフル生活研究所」を設置したほか、従来から拡充してまいりました体験型展示・学習施設を積極活用

するなど、よりきめ細かなコンサルティング営業の推進に努めました。 
 

（工業化住宅請負事業） 
当上半期の新商品といたしましては、3 月に鉄骨戸建住宅「セントレージ・アビーナ」及び「セントレージ・

エルヴァ」を投入し、コートハウスの提案や木板風外壁の採用など、自然をテーマに幅広い顧客ニーズに応えま

した。また貸家市場には、「ディアス・ブランシェ-J」及び「ディアス・パルモ-S」を投入し、多様な入居者ニー

ズに対応するとともに、顧客の資産価値向上に努めました。 
一方、当社の基本戦略である中高級商品路線を盤石なものとするため、業界に先駆け、全ての戸建住宅の    

「次世代省エネルギー仕様」標準化を決定したほか、より高いレベルで室内空気環境の改善を行うなど、環境に

優しく、快適な住宅の供給に注力いたしました。 
  

（不動産販売事業） 
不動産販売事業におきましては、良質な街並みづくりに資するため、各地で戸建分譲住宅の販売を進めるとと

もに、大都市を中心とした永住型高級マンションの販売に注力しました。また良質な宅地を積極的に購入すると

同時に、市場ニーズに合致した分譲地として企画・販売するなど、販売用不動産の回転率の向上に努めました。 
 

 （不動産賃貸事業） 
供給が拡大している賃貸住宅市場に対しましては、一括借上事業をはじめとする賃貸物件管理を行う積和不動

産グループとの連携を強化し、グループの総力による賃貸事業強化を推し進めました。 
  

 （その他事業） 
   住宅周辺事業として、エクステリア事業、リフォーム事業に積極的に取り組んでおります。エクステリア事業

につきましては、住宅請負又は分譲に連動し建物と街並みに調和した提案によって、顧客満足度の向上と拡販を

図っております。また、リフォーム事業につきましては、CS（顧客満足）向上の一環として、長期にわたるサポ

ートサービス体制の拡充を図り、営業力・提案力の向上とリフォーム部材の開発に努めました。 
 
 当上半期の営業成績は、これら積極的な営業活動にもかかわらず市場環境に抗しきれず、個別の受注高は 

5,453 億 5 千 2 百万円（前年同期比 15.8％減）と前年同期を下回りました。連結売上高につきましては、6,579
億 2 千 1 百万円となり、前年同期比 1.3%の増加となりました。利益面ではコストダウン努力が奏功し、連結営

業利益につきましては、399 億 5 千万円（前年同期比 19.6%増）、連結経常利益につきましては 388 億 9 千万円

（前年同期比 21.7%増）と大幅な増益を確保しました。連結中間純利益につきましては保有有価証券の評価損  
10 億 9 千 6 百万円が発生したものの、174 億 4 千 4 百万円（前年同期比 9.3％増）となりました。 
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3．財政状態 

 
キャッシュ・フローの状況につきましては、以下の通りであります。 
営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に引き続き原価の削減に努めたほか、営業効率の低下している   

一部の展示場出展について見直しを行い、その統廃合を進め、またその他の経費につきましてもさらなるコスト

ダウンを推進したことなどにより、前年同期比 21.5％の増加となりました。 
当上半期の設備投資では、シャーウッド（木造住宅）事業の強化のため、新たに構造用集成材工場を新設し、

生産設備の増設を図りました。このキャッシュ・フローベースの支出は、当下半期にも発生する予定であります

が、設備投資全体に占める割合は小さく前期を大きく上回る見込みはありません。このほか転換社債の償還に充

てるため前期に取得していた利付国債 500 億円を満期償還したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フ

ローは大幅に増加しました。 
財務活動によるキャッシュ・フローは転換社債の償還（第 14 回及び第 16 回無担保転換社債の合計残高      

899 億円）と自己株式の買入れ（1,323 万 6 千株、取得金額合計 119 億 5 千 3 百万円）により大幅に減少してい

ます。 
結果としまして、当上半期末の現金預金の残高につきましては、前期末と大きな変動はなく、手元資金は潤沢

な状況にあります。 
  

   
 
 
 
 
 

 

 ＊時価ベースの自己資本比率： 各期期末時点の株式時価総額/総資産 

＊インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー/支払利息 

 
 
4．今後の課題及び通期の見通し 
    
   今後の方針といたしましては、景気動向に緩慢ながらも回復のきざしが現れてきたことや、個人の住宅取得意欲

が上向きつつある現状を踏まえ、さらに営業力を強化し、高品質で魅力的な商品を市場に積極的に投入し、主力の

戸建住宅の受注拡大を期す所存であります。また賃貸住宅におきましては、積和不動産グループと連携した総合的

な賃貸事業サポート体制を強化し、厳しい企業間競争に対応してまいります。周辺事業につきましても、提案力の

強化によりリフォーム事業やエクステリア事業の拡大に積極的に取り組んでまいります。また、営業のあらゆる場

面で全社を挙げた CS（顧客満足）向上活動に引き続き注力する所存であります。 
  加えて、コストダウンをさらに進め利益の拡大に努めるほか、販売用不動産の回転を高めるなど資産の効率運用

を促進し、もって業績の向上に努めてまいります。 
   通期の見通しといたしましては、連結売上高 1 兆 3,400 億円、連結営業利益 800 億円、連結経常利益 770 億円、       

連結当期純利益 355 億円を見込んでおります。 
 

 平成 13 年

1 月期

平成 14 年

1 月期

平成 15 年

1 月期 

平成 15 年

7 月期

自己資本比率（％） 50.8 48.0 51.3 55.4
時価ベースの自己資本比率（％） 49.6 50.1 48.4 56.2
債務償還年数（年） 4.2 4.2 3.1 0.9
インタレスト・カバレッジ・レシオ 20.1 16.1 20.0 39.4
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中間連結財務諸表等 

1.中間連結貸借対照表   

 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当中間連結会計期間末
(平成15年7月31日現在)

前 連 結 会 計 年 度
（平成15年1月31日現在）

対前連結会計年度 

比 較 増 減 
前中間連結会計期間末
(平成14年7月31日現在)

（ 資 産 の 部 ） （１，１６７，７１１） （１，２５８，９７９）（△ ９１，２６８） （１，２７０，８７６）

流 動 資 産 ６７８，９７４ ７５４，９１１ △ ７５，９３７  ７６０，４７８

 現 金 預 金  １７４，０８９ １８６，８８１   １８２，００９

 受取手形及び完成工事未収入金  ９１，３８９ ９５，１８０   ８９，２６６

 有 価 証 券  ６１０ ５１，１８０   ５３，６６８

 た な 卸 資 産  ３００，７０８ ２９３，６０８   ３００，２８３

 繰 延 税 金 資 産  ８７，４７１ ９９，０４８   １１１，５３０

 そ の 他 の 流 動 資 産  ２６，３５９ ３０，７２５   ２５，３７８

 貸 倒 引 当 金  △   １，６５３ △   １，７１４   △   １，６５７

固 定 資 産 ４８８，７３６ ５０４，０６８ △ １５，３３２  ５１０，３９７

有 形 固 定 資 産 ２５７，６３４ ２５５，４３２   ２，２０２  ２５０，４１４

 建 物 及 び 構 築 物  １１２，４１２ １１３，５４３   １１４，６２９

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  １２，４３７ １３，０９４   １３，８９２

 工 具 器 具 及 び 備 品  ４，６８０ ４，８６６   ５，１３３

 土 地  １２４，１３８ １２２，２５５   １１５，９９７

 建 設 仮 勘 定  ３，９６６ １，６７２   ７６２

無 形 固 定 資 産 １０，０４９ １０，０６５ △     １６  １０，０５５

投 資 そ の 他 の 資 産 ２２１，０５３ ２３８，５７０ △ １７，５１７  ２４９，９２７

 投 資 有 価 証 券  １０４，７６２ １０１，００８   １１１，１３１

 長 期 貸 付 金  ４９，８３２ ５４，３８５   ６１，９６０

 繰 延 税 金 資 産  ３１，３４１ ３７，０５７   ３２，５２１

 そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  ３６，７３９ ４７，７６０   ４５，７８３

 貸 倒 引 当 金  △  １，６２３ △  １，６４０   △  １，４７０

資 産 合 計 １，１６７，７１１ １，２５８，９７９ △ ９１，２６８  １，２７０，８７６
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 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当中間連結会計期間末
(平成15年7月31日現在)

前 連 結 会 計 年 度
（平成15年1月31日現在）

対前連結会計年度

比 較 増 減 

前中間連結会計期間末
(平成14年7月31日現在)

（ 負 債 の 部 ） （４９９，７９５） （５９３，７３４）（△ ９３，９３９） （６１２，２２８）

流 動 負 債 ３２２，９１２ ３８７，１３６ △ ６４，２２４  ４０４，２２８

 支 払 手 形 及 び 工 事 未 払 金  １５０，８６８ １５２，１７９   １６１，４６７

 
 
一 年 以 内 に 償 還 及 び 返 済 予 定 の 
社 債 及 び 長 期 借 入 金  ３０，００１ ９０，０００   １０２，８２１

 未 払 法 人 税 等  ３，８２２ ４，９０２   ４，０６３

 未 成 工 事 受 入 金  ８７，５６９ ８３，６６０   ８９，８５９

 賞 与 引 当 金  １３，２００ １６，３３３   １２，２７３

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  １，２４７ １，２４３   １，２５０

 そ の 他 の 流 動 負 債  ３６，２０２ ３８，８１６   ３２，４９１

固 定 負 債 １７６，８８３ ２０６，５９７ △ ２９，７１４  ２０８，０００

 社 債  ３０，０００ ４０，０００   ４０，０００

 長 期 借 入 金  ９，８７７ ２９，９９９   ３０，１８６

 退 職 給 付 引 当 金  ７３，２３４ ７３，３７７   ７６，５０６

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １，４０５ １，４６４   １，２０３

 日 本 国 際 博 覧 会 出 展 引 当 金  ７０ ３５   －

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  ５８，０４８ ５６，６８０   ５６，６８４

 連 結 調 整 勘 定  ３３７ ７５９   ８６０

 そ の 他 の 固 定 負 債  ３，９１０ ４，２８０   ２，５５８

（ 少 数 株 主 持 分 ） （２０，４４０） （１９，５４３） （８９７） （１９，２３６）

 少 数 株 主 持 分  ２０，４４０ １９，５４３   １９，２３６

（ 資 本 の 部 ） （６４７，４７５） （６４５，７０２） （１，７７３） （６３９，４１１）

 資 本 金  １８６，５５４ １８６，５５４   １８６，５５４

 資 本 剰 余 金  ２３７，５２２ ２３７，５２２   ２３７，５２２

 利 益 剰 余 金  ２３４，９０３ ２２４，２２９   ２１２，０２２

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  １，０９０ △   １，８６８   ３，６７７

 為 替 換 算 調 整 勘 定  △      ７０ △     ２０５   △     ２４９

 自 己 株 式  △  １２，５２５ △     ５２９   △     １１６

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 ・ 資 本 合 計 １，１６７，７１１ １，２５８，９７９ △ ９１，２６８  １，２７０，８７６
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2.中間連結損益計算書   
 （単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 対 前 年 中 間 前 連 結 会 計 年 度

自：平成 15 年 2 月  1 日 自：平成 14 年 2 月  1 日 連 結 会 計 期 間 自：平成 14 年 2 月  1 日

至：平成 15 年 7 月 31 日 至：平成 14 年 7 月 31 日 比 較 増 減 至：平成 15 年 1 月 31 日
期  別 

科  目 

金  額 
百分比

（％）
金  額 

百分比

（％）
金 額 

比率

（％） 
金  額 

百分比

（％）

売 上 高  ６５７，９２１ 100.0 ６４９，７６７ 100.0 ８，１５４ 1.3 １，３００，２３７ 100.0

売 上 原 価  ５２２，１９６ 79.4 ５１９，４４３ 80.0 ２，７５３ 0.5 １，０３５，９７６ 79.7

 売 上 総 利 益 １３５，７２４ 20.6 １３０，３２３ 20.0 ５，４０１ 4.1 ２６４，２６１ 20.3

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ９５，７７４ 14.6 ９６，９２４ 14.9 △１，１５０ △1.2 １９１，５２３ 14.7

 営 業 利 益 ３９，９５０ 6.0 ３３，３９８ 5.1 ６，５５２ 19.6 ７２，７３７ 5.6

営 業 外 収 益  ２，５１８ 0.4 ２，８５１ 0.4 △ ３３３ △11.7 ５，６２１ 0.4

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 １，３８６ １，５８７   ２，９０３

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 － －   ７

 雑 収 入 １，１３１ １，２６４   ２，７１１

営 業 外 費 用  ３，５７８ 0.5 ４，２８４ 0.6 △ ７０６ △16.5 ９，２１１ 0.7

 支 払 利 息 １，１０３ １，４９８   ２，４３０

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 １６ ３   －

 雑 支 出 ２，４５７ ２，７８２   ６，７８１

 経 常 利 益 ３８，８９０ 5.9 ３１，９６６ 4.9 ６，９２４ 21.7 ６９，１４６ 5.3

特 別 利 益  ５３ 0.0 － － ５３ － － －

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４９ －   －

 そ の 他 ３ －   －

特 別 損 失  １，４９４ 0.2 ７５９ 0.1 ７３５ 96.8 ３，８８１ 0.3

 固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 ３９８ ５６５   １，３３５

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 １，０９６ １９２   ８９２

 販 売 用 不 動 産 評 価 損 － －   １，６５２

 そ の 他 － １   １

 税金等調整前中間（当期）純利益 ３７，４４８ 5.7 ３１，２０６ 4.8 ６，２４２ 20.0 ６５，２６４ 5.0

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ３，５９１ 0.5 ３，７９８ 0.6 △ ２０７ △5.5 ６，８５４ 0.5

 法 人 税 等 調 整 額 １５，１９７ 2.3 １０，０８４ 1.5 ５，１１３ 50.7 ２２，０２７ 1.7

 少 数 株 主 利 益 １，２１５ 0.2 １，３６３ 0.2 △ １４８ △10.9 １，８３６ 0.1

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １７，４４４ 2.7 １５，９６１ 2.5 １，４８３ 9.3 ３４，５４６ 2.7
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3．中間比較連結剰余金計算書 
（単位：百万円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自：平成15年2月  1日 自：平成14年2月  1日 自：平成14年2月  1日 

期  別

 

科  目 
至：平成15年7月31日 至：平成14年7月31日 至：平成15年1月31日 

 資本剰余金の部                                  

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  ２３７，５２２ ２３７，５２２  ２３７，５２２

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高    

  自 己 株 式 処 分 差 益 ０ ０ － － － －

Ⅲ 資 本 剰 余 金 減 少 高  － －  －

Ⅳ 
資 本 剰 余 金

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高
 ２３７，５２２ ２３７，５２２  ２３７，５２２

     

 利益剰余金の部    

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ２２４，２２９ ２０２，６１５  ２０２，６１５

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高    

 1. 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １７，４４４ １５，９６１  ３４，５４６ 

 2. 
連結子会社減少に伴う

剰 余 金 の 増 加
－ １７，４４４ ５ １５，９６６ １０ ３４，５５６

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高            

 1. 配 当 金 ６，３７８ ６，３８４  １２，７６７ 

 2. 役 員 賞 与 ３９２ ６，７７１ １７５ ６，５５９ １７５ １２，９４２

Ⅳ 
利 益 剰 余 金

中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高
 ２３４，９０３ ２１２，０２２  ２２４，２２９
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4．中間連結キャッシュ・フロー計算書   
 (単位：百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自：平成15年2月 1日 自：平成14年2月 1日 自：平成14年2月 1日
期  別

科  目 
至：平成15年7月31日 至：平成14年7月31日 至：平成15年1月31日

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー     

 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ３７，４４８ ３１，２０６  ６５，２６４

 減 価 償 却 費  ５，４３１ ５，８１３  １１，８８２

 退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額  △ １４２ △ ４，００７ △ ７，１３６

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △ １，３８６ △ １，５８７ △ ２，９０３

 支 払 利 息  １，１０３ １，４９８  ２，４３０

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 又 は 利 益 （ △ ）  １６ ３ △ ７

 販 売 用 不 動 産 評 価 損  － －  ２，１７９

 投 資 有 価 証 券 評 価 損  １，０９６ １９２  ８９７

 売 上 債 権 の 減 少 額  ３，７９１ ２８，８８９  ２２，９７４

 た な 卸 資 産 等 の 増 加 額  △ ７，４９８ △ ９，２２９ △ １２，７１７

 仕 入 債 務 の 減 少 額  △ ４６５ △ ２６，３４１ △ ３４，０１２

 未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 額  ３，９０８ ６，８００  ６０１

 そ の 他  △ ４８３ １，４３７  ６，０６０

 小 計  ４２，８２０ ３４，６７７  ５５，５１６

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２，０４２ １，７８９  ３，１３１

 利 息 の 支 払 額  △ ９９４ △ １，５９７ △ ２，５６０

 法 人 税 等 の 支 払 額  △ ４，６７２ △ ２，５９５ △ ４，８１２

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ３９，１９６ ３２，２７３  ５１，２７４

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入  － １２，００５  １２，５０５

 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △ ４９９ △ ５３，１０９ △ ６２，１５５

 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ５１，０５３ １，７４５  １３，２６３

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △ ７，８０５ △ ５，１９３ △ ７，９７３

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ５４ １，４７２  １，６６６

 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △ ９９３ △ ３，５９９ △ ９，０７９

 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  １，０６７ ７，１１３  １２，２９６

 貸 付 け に よ る 支 出  △ ４７４ △ ２，０４７ △ ２，９２８

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ４，９６７ ６，５７６  １４，８９１

 団 体 生 存 保 険 満 期 解 約 に よ る 収 入  １０，０００ －  －

 そ の 他  △ １，２６８ △ ２２９ △ １，５１６

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ５６，１００ △ ３５，２６６ △ ２９，０３０

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー    

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △ １２２ △ ６８８ △ ８７６

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出  △ ８９，９９９ △ ４９，２８０ △ ６２，１００

 配 当 金 の 支 払 額  △ ６，３７８ △ ６，３８４ △ １２，７６７

 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △ ３８５ △ ３７７ △ ４８１

 自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出  △ １２，０１１ －  －

 そ の 他  １７２ △ ７４ △ ４８７

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  △ １０８，７２４ △ ５６，８０４ △ ７６，７１３

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額  １３５ ２１  ６５

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額  △ １３，２９１ △ ５９，７７５ △ ５４，４０３

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  １８７，３８１ ２２９，１３８  ２２９，１３８

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  － １２，６４５  １２，６４５

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  １７４，０８９ １８２，００９  １８７，３８１
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 [中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

1．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社  99 社 

    積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、積和不動産東北㈱、他 

   連結範囲の異動状況 

    新規 MAST 賃貸センター㈱   他 1 社 

   子会社 99 社は全て連結しています。 

 
2．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社 3 社 

    六甲アイランドエネルギーサービス㈱、新西宮ヨットハーバー㈱、日本住宅ローン㈱ 

    新規 日本住宅ローン㈱ 

   関連会社 3 社の投資については、全て持分法を適用しています。 

 
3．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社のうち、スカイレールサービス㈱の中間決算日は 9 月 30 日です。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同社の

7 月 31 日現在で仮決算を行いその財務諸表を使用しています。また、SEKISUI DEUTSCHLAND BAU GmbH の中間決算日

は 6 月 30 日です。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っています。 

 
4．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (ｲ) 有価証券 

    ① 満期保有目的の債券 ‥‥ 償却原価法（定額法） 

    ② その他有価証券 

     ・時価のあるもの ‥‥‥  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

     ・時価のないもの ‥‥‥  移動平均法に基づく原価法 

  (ﾛ) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥ 時価法 

  (ﾊ) たな卸資産 

   ① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥  個別法に基づく原価法 

   ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  移動平均法に基づく原価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    建物（建物附属設備を除く）及び無形固定資産については定額法、その他の有形固定資産については定率法（在外連結子

会社は定額法）を採用しています。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (ｲ) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。 

  (ﾛ) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に負担す

べき額を計上しています。 

  (ﾊ) 完成工事補償引当金 ‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間連結会計期

間末に至る一年間の保証責任が伴う住宅請負事業売上高の1,000分の1及び不動産事業売

上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の 1 を計上しています。 
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 (ﾆ) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

います。なお、数理計算上の差異は、5 年による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務については、

5 年による定額法により按分した額を、発生した連結会計年度より費用処理することとし

ています。 

                 (追加情報) 

厚生年金基金の代行返上 

 当社及び一部の国内連結子会社の加入する積水ハウス厚生年金基金は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成 15 年 4 月 28 日厚生労働大

臣より将来分支給義務免除の認可を受けました。 

 当中間連結会計期間末において測定された返還相当額は、44,766 百万円となっており、

当中間連結会計期間末で返還が行われたと仮定した場合の代行返上益の見積額は、37,573
百万円になります。 

  (ﾎ) 役員退職慰労引当金 ‥‥‥ 役員及び執行役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中間連結

会計期間末現在の要支給額を計上しています。 

  (ﾍ) 日本国際博覧会出展引当金･･･ 日本国際博覧会への出展に要する費用に充てるため、当中間連結会計期間末に発生してい

ると認められる額を計上しています。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。な

お、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、子会社の中間会計期間末日における直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めています。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (ｲ) ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しています。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合には、振当処理

を採用しています。 

  (ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ①運用目的債券をヘッジ対象として、金利スワップをヘッジ手段としています。 

   ②外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

  (ﾊ) ヘッジ方針 

    為替及び金利等の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引高

の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は運用目的債券並びに有利子負債総額の範囲内に限定してい

ます。 

  (ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動

を比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジの有効性を評価しています。ただし、為替予約取引については、当該取引と

ヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有効性評価を

省略しています。 

 (7) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

    なお、控除対象外消費税等は、当中間連結会計期間の費用としています。 

 

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金及び預金（預入期間が 3 ヶ月を超える定

期預金を除く）並びに取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資で、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わないものとしています。 
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［注記事項］ 

1．中間連結貸借対照表関係 

 

 （当中間連結会計期間末）  （前連結会計年度末） （前中間連結会計期間末）

(1)有形固定資産の減価償却累計額 ‥‥‥‥‥ 146,446 百万円 142,932 百万円 140,180 百万円

(2)担保提供資産 ･････‥‥‥‥‥‥‥‥･･‥‥ 28,066 百万円 28,236 百万円 28,310 百万円

(3)保証債務 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 66,245 百万円 64,026 百万円 74,028 百万円

(4)自己株式数 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13,891,961 株 609,464 株 125,761 株

(5)投資有価証券に含まれる関連会社株式･･･････ 642 百万円 160 百万円 151 百万円

(6)有利子負債‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 69,879 百万円 160,000 百万円 173,008 百万円

  

 

 

 

2．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （当中間連結会計期間）  （前中間連結会計期間）      （前連結会計年度）

 現金預金勘定  174,089 百万円  182,009 百万円  186,881 百万円

 預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金 △ 500 百万円 △ 500 百万円  － 百万円

 
取得日から 3 ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資（有価証券勘定） 
 499 百万円  499 百万円  499 百万円

 現金及び現金同等物  174,089 百万円  182,009 百万円  187,381 百万円

                          

       

 

3．追加情報 

 

 税効果会計 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が公布され、平成16年4月1日以後開始する連結会計年度より適用

されることにより、当社及び連結子会社においては、平成17年2月1日から平成18年1月31日までの連結会計年度以降に解消が見

込まれる一時差異等に係る繰延税金資産等の計算に使用する法定実効税率が変更されました。 

  この変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が2,203百万円減少し、その他有価証券評価差額金が

25百万円、当中間連結会計期間に計上された法人税等調整額が2,229百万円、それぞれ増加しています。 
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4．セグメント情報 

 
(1)事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成15年2月1日～平成15年7月31日） （単位：百万円）

 工業化住宅

請 負 事 業

不 動 産

販 売 事 業

不 動 産

賃 貸 事 業
その他事業 計 消去又は

全 社 連 結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                   

 売 上 高     
 (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  378,888 91,702 123,052 64,277 657,921  －  657,921
 (2) セグメント間の内部売上高又は振替高  803 － 886 1,676 3,365  (3,365) －

計 379,691 91,702 123,938 65,953 661,287   (3,365) 657,921
 営 業 費 用  334,327 89,393 118,886 64,265 606,872  11,098  617,970
 営 業 利 益  45,364 2,309 5,052 1,687 54,414  (14,464) 39,950
 
前中間連結会計期間（平成14年2月1日～平成14年7月31日） （単位：百万円）

 工業化住宅

請 負 事 業

不 動 産

販 売 事 業

不 動 産

賃 貸 事 業
その他事業 計 消去又は

全 社 連 結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                   

 売 上 高     
 (1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  356,757 104,657 113,685 74,668 649,767  －  649,767
 (2) セグメント間の内部売上高又は振替高  420 295 813 1,983 3,514  (3,514) －

計 357,177 104,953 114,498 76,651 653,281  (3,514) 649,767
 営 業 費 用  317,419 102,056 109,509 75,729 604,714  11,653  616,368
 営 業 利 益  39,757 2,896 4,989 922 48,566  (15,167) 33,398
 
前連結会計年度（平成14年2月1日～平成15年1月31日） （単位：百万円）

 工業化住宅

請 負 事 業

不 動 産

販 売 事 業

不 動 産

賃 貸 事 業
その他事業 計 消去又は

全 社 連 結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益                                   

 売 上 高     
 ( 1 ) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  739,684 189,800 230,456 140,295 1,300,237  －  1,300,237
 ( 2 ) セグメント間の内部売上高又は振替高  1,262 295 1,421 2,374 5,353  (5,353) －

計 740,947 190,096 231,877 142,670 1,305,591   (5,353) 1,300,237
 営 業 費 用  655,925 184,830 222,109 140,974 1,203,839  23,660  1,227,499
 営 業 利 益  85,021 5,266 9,767 1,695 101,751  (29,013) 72,737

 
（注）1．事業区分の方法 
      現に採用している売上集計区分を基に、事業の種類及び性質の類似性を勘案して区分しています。 
 
   2．各事業区分に属する主要な内容 
      工業化住宅請負事業   ：当社の工場製造部材を使用する住宅の設計、施工及び請負。 
      不動産販売事業     ：住宅の分譲、不動産の売買及び分譲宅地上に建築する住宅の設計、施工及び請負。 
      不動産賃貸事業     ：不動産の賃貸借及び管理。 

その他事業       ：マンション、商業ビル等の設計、施工及び請負並びに住宅のリフォーム、造園、外構工

事の施工及び請負他。 
 
   3．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の本社及び支社機構の管理部門、

研究開発部門にかかる費用等です。 
      当中間連結会計期間   12,810 百万円 
      前中間連結会計期間   12,459 百万円 
      前連結会計年度     26,137 百万円 
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4. 事業区分の変更 

（当中間連結会計期間） 
  該当事項はありません。 
（前中間連結会計期間） 

事業区分については、従来、日本標準産業分類等を勘案して「住宅請負事業」と「不動産事業」に区分していました

が、当中間連結会計期間より、現に採用している売上集計区分を基に、事業の種類及び性質の類似性並びに営業方法の

関連性等を勘案して「工業化住宅請負事業」、「不動産販売事業」、「不動産賃貸事業」及び「その他事業」に区分するこ

ととしました。 

 この変更は、収益単位を明確にすることで、当社グループ(当社及び当社の子会社)の事業状況をより適切に表示する

ため、従来の「住宅請負事業」については、当社の工場製造部材を使用する新築請負工事に係る「工業化住宅請負事業」

とその他の建設工事に係る「その他事業」に区分するとともに、「不動産事業」についても、住宅等の販売に係る「不動

産販売事業」と住宅及び商業ビルの賃貸、管理等に係る「不動産賃貸事業」に区分したことによるものです。 

また、「工業化住宅請負事業」(前中間連結会計期間：住宅請負事業)に区分していた、当社の分譲宅地上に建築する請

負住宅は、土地の販売事業と実質的に一体性を有していることから、当中間連結会計期間より「不動産販売事業」(前中

間連結会計期間：不動産事業)に区分を変更しました。この結果、「工業化住宅請負事業」の売上高は21,782百万円、営

業利益は2,892百万円減少し、「不動産販売事業」は同額増加しています。 

（前連結会計年度） 
事業区分については、従来、日本標準産業分類等を勘案して「住宅請負事業」と「不動産事業」に区分していました

が、当連結会計年度より、現に採用している売上集計区分を基に、事業の種類及び性質の類似性並びに営業方法の関連

性等を勘案して「工業化住宅請負事業」、「不動産販売事業」、「不動産賃貸事業」及び「その他事業」に区分することと

しました。 

 この変更は、収益単位を明確にすることで、当社グループ(当社及び当社の子会社)の事業状況をより適切に表示する

ため、従来の「住宅請負事業」については、当社の工場製造部材を使用する新築請負工事に係る「工業化住宅請負事業」

とその他の建設工事に係る「その他事業」に区分するとともに、「不動産事業」についても、住宅等の販売に係る「不動

産販売事業」と住宅及び商業ビルの賃貸、管理等に係る「不動産賃貸事業」に区分したことによるものです。 

 また、「工業化住宅請負事業」(前連結会計年度：住宅請負事業)に区分していた、当社の分譲宅地上に建築する請負住

宅は、土地の販売事業と実質的に一体性を有していることから、当連結会計年度より「不動産販売事業」(前連結会計年

度：不動産事業)に区分を変更しました。この結果、「工業化住宅請負事業」の売上高は36,954百万円、営業利益は5,164
百万円減少し、「不動産販売事業」は同額増加しています。 

 
(2)所在地別セグメント情報 

  当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割

合がいずれも 90％を超えているため、記載を省略しました。 
 

(3)海外売上高 

 当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記

載を省略しました。 
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5．リース取引関係 

 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
 （当中間連結会計期間） 

    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   中間期末残高相当額

建 物 及 び 構 築 物  35,345 百万円 20,078 百万円 15,267 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  8,277 百万円 6,106 百万円 2,170 百万円

無 形 固 定 資 産  3,145 百万円 2,137 百万円 1,007 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  129 百万円 70 百万円 59 百万円

合 計  46,897 百万円 28,393 百万円 18,504 百万円

（注）取得価額相当額は、利息相当額を控除して算定しています。 
 

（前連結会計年度） 
    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物 及 び 構 築 物  36,681 百万円 19,421 百万円 17,259 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  8,526 百万円 6,016 百万円 2,509 百万円

無 形 固 定 資 産  3,421 百万円 2,075 百万円 1,346 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  120 百万円 63 百万円 56 百万円

合 計  48,748 百万円 27,576 百万円 21,172 百万円

（注）取得価額相当額は、利息相当額を控除して算定しています。 
 
（前中間連結会計期間） 

    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   中間期末残高相当額

建 物 及 び 構 築 物  38,613 百万円 19,225 百万円 19,387 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  8,599 百万円 5,604 百万円 2,995 百万円

無 形 固 定 資 産  3,287 百万円 1,769 百万円 1,517 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  109 百万円 59 百万円 50 百万円

合 計  50,609 百万円 26,658 百万円 23,951 百万円

（注）取得価額相当額は、利息相当額を控除して算定しています。 
 
 ②未経過リース料期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） （前中間連結会計期間）

１ 年 以 内 7,182 百万円 7,876 百万円 8,479 百万円 
１ 年 超 12,103 百万円 14,766 百万円 16,846 百万円 
合 計 19,286 百万円 22,643 百万円 25,326 百万円 

 
 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） （前中間連結会計期間）

支 払 リ － ス 料 4,358 百万円 9,560 百万円 4,897 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 3,911 百万円 8,970 百万円 4,356 百万円 
支 払 利 息 相 当 額 204 百万円 495 百万円 257 百万円 

 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 
 
 ⑤利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっています。 
 
（オペレーティング・リース） 

  （当中間連結会計期間）  （前連結会計年度） （前中間連結会計期間）

未経過リース料 １ 年 以 内 9 百万円 11 百万円 12 百万円

 １ 年 超 56 百万円 62 百万円 82 百万円

 合 計 66 百万円 73 百万円 94 百万円
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6．有価証券 

 
 当中間連結会計期間末（平成 15 年 7 月 31 日） 

  1．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 
 中間連結貸借対照表計上額 時   価 差  額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債  2,176 2,178 2
(2) 社 債  299 298 △   1

合   計 2,476 2,477 1
 
  2．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
(1) 株   式 28,459 28,128 △  330
(2) 債   券  
 国債・地方債等 52,408 54,560 2,151
 社     債 19 19 0
(3) そ の 他 29 26 △   3

合   計 80,916 82,734 1,817
   ※当中間連結会計期間において、株式 2 銘柄 1,084 百万円の評価損を計上しています。 
 
  3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額  （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 摘     要 
(1) 満期保有目的の債券          
  非上場外国債券 2,000  
(2) その他有価証券  
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,520  

優先出資証券 5,999  

 
 前連結会計年度末（平成 15 年 1 月 31 日）                              

  1．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時   価 差  額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債  51,706 51,713 7
(2) 社 債  239 241 1
(3) そ の 他  100 90 △   9

合   計 52,046 52,046 0
 
  2．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
(1) 株   式  30,579 24,834 △ 5,744
(2) 債   券   

 国債・地方債  52,570 55,055 2,484
 社    債  26 25 △   0

(3) そ の 他  29 21 △   7
合   計 83,205 79,936 △ 3,268

  ※前連結会計年度において、株式 2 銘柄 869 百万円の評価損を計上しています。 
 

  3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額     （単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 摘     要 
(1) 満期保有目的の債券          
  非上場外国債券 
  非上場債券 

2,000
500  

(2) その他有価証券  
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,025  

優先出資証券 5,999  
  公社債投資信託 499  
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 前中間連結会計期間末（平成 14 年 7 月 31 日） 

  1．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 
 中間連結貸借対照表計上額 時   価 差  額 

(1) 国 債 ・ 地 方 債  51,696 51,707 10
(2) 社 債  239 242 2
(3) そ の 他  100 92 △   7

合   計 52,036 52,042 6
 
  2．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額 
(1) 株   式 31,900 36,727 4,827
(2) 債   券  
 国債・地方債等 52,730 53,250 519
 社     債 45 46 1
(3) そ の 他 29 26 △   3

合   計 84,705 90,050 5,344
   ※前中間連結会計期間において、株式 1 銘柄 170 百万円の評価損を計上しています。 
 
  3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額  （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 摘     要 
(1) 満期保有目的の債券          
  非上場外国債券 7,000  
  政府短期証券 2,999  
(2) その他有価証券  
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 11,020  
  優先出資証券 999  
  追加型公社債投資信託 499  

 
 

7．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

（金利関連） （単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間 
（平成 15 年 7 月 31 日） （平成 15 年 1 月 31 日） （平成 14 年 7 月 31 日）  

取引の種類 
 契約額等 時  価 評 価 損

（△）益
契約額等 時  価

評 価 損

（△）益
契約額等 時  価 評 価 損

（△）益 
スワップ取引 30,000 184 184 30,000 378 378 30,000 764 764
合  計 30,000 184 184 30,000 378 378 30,000 764 764

  （注）1．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
     2．金利スワップの時価は、金融機関から提示された価格により算定しています。 
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8．1 株当たり情報 

前中間連結会計期間 
(自 平成14年2月1日 
 至 平成14年7月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年2月1日 
 至 平成15年7月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年2月1日 
 至 平成15年1月31日) 

1株当たり純資産額    901円52銭 1株当たり純資産額   930円96銭 1株当たり純資産額    911円01銭 

1株当たり中間純利益   22円50銭 1株当たり中間純利益    24円72銭 1株当たり当期純利益   48円71銭 

潜在株式調整後 
1株当たり中間純利益   20円40銭 

潜在株式調整後 
1株当たり中間純利益    23円05銭 

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益   44円42銭 

  (追加情報) 

 当中間連結会計期間から「1株当た

り当期純利益に関する会計基準」(企

業会計基準委員会 平成14年9月25
日 企業会計基準第2号)及び「1株当

たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成14年9月25日 企業会計基準適用

指針第4号)を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前

中間連結会計期間及び前連結会計年

度に適用して算定した場合の(1株当

たり情報)については、それぞれ以下

の通りになります。 

前中間連結会計

期間 

前連結会計年度

1 株当たり純資

産額 
901 円 52 銭

1 株当たり中間

純利益 
22 円 50 銭

潜在株式調整後

1 株当たり中間

純利益 
20円40銭

 

1株当たり純資

産額 
910円46銭

1株当たり当期

純利益 
48 円 16 銭

潜在株式調整

後 1 株当たり

当期純利益 
43円92銭

 

  

 

 

(注) 1株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

損益計算書上の 
中間（当期）純利益（百万円） 

17,444
普通株式に係る 
中間（当期）純利益（百万円） 

― 17,444 ―

普通株主に 
帰属しない金額（百万円） 

― ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） ― 705,593 ―

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純
利益の算定に用いられた中間（当期）純
利益調整額の主な内訳（百万円） 

支払利息（税額相当額控除後） 306

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― 306 ―

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純
利益の算定に用いられた普通株式増加数
の主要な内訳（千株） 

― ―

転換社債 64,651

普通株式増加数（千株） ― 64,651 ―
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9．主な関係会社の要約財務諸表 

 (1) 積和不動産株式会社 
  ① 中間連結貸借対照表の要旨  ② 中間連結損益計算書の要旨 

         自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）   至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 44,310

流 動 資 産 21,002 流 動 負 債 8,768  営 業 費 用 42,050
 現 金 預 金 16,500  未 払 金 530  営 業 利 益 2,260
 受取手形・売掛金 757  前 受 金 5,911  営 業 外 収 益 40
 有 価 証 券 610  未 払 法 人 税 等 890  営 業 外 費 用 42
 た な 卸 資 産 2,084  その他の流動負債 1,436  経 常 利 益 2,258
 その他の流動資産 1,093 固 定 負 債 15,429  特 別 損 失 －

 貸 倒 引 当 金 △    43  預り敷金及び保証金 13,542  税金等調整前中間純利益 2,258
固 定 資 産 15,228  退 職 給 付 引 当 金 1,788  法人税、住民税及び事業税 896
有 形 固 定 資 産 6,781  その他の固定負債 98  法 人 税 等 調 整 額 136
 建 物 ・ 構 築 物 1,603 負 債 合 計 24,198  中 間 純 利 益 1,225
 土 地 4,433 （資本の部）   
 そ の 他 744 資 本 金 1,668   
無 形 固 定 資 産 1,553 資 本 剰 余 金 730   
投 資 そ の 他 の 資 産 6,892 利 益 剰 余 金 10,050   
 投 資 有 価 証 券 500 (うち中間純利益) (1,225)   
 長 期 貸 付 金 914   
 敷 金 及 び 保 証 金 4,907 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△     3

  
 そ の 他 の 投 資 等 933 自 己 株 式 △   414   
 貸 倒 引 当 金 △   364 資 本 合 計 12,032   

資 産 合 計 36,231 負債・資本合計 36,231   
 
 
 (2) 積和不動産東北株式会社 
  ① 中間貸借対照表の要旨  ② 中間損益計算書の要旨 

   自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）  至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 7,582

流 動 資 産 7,637 流 動 負 債 2,075  営 業 費 用 7,275
 現 金 預 金 7,252  前 受 金 1,502  営 業 利 益 307
 受取手形・売掛金 120  預 り 金 264  営 業 外 収 益 5
 た な 卸 資 産 236  その他の流動負債 308  営 業 外 費 用 2
 その他の流動資産 68 固 定 負 債 4,511  経 常 利 益 310
 貸 倒 引 当 金 △    40  退 職 給 付 引 当 金 375  特 別 損 失 0
    預り敷金及び保証金 4,119  税 引 前 中 間 純 利 益 309
固 定 資 産 317  その他の固定負債 15  法人税、住民税及び事業税 127
有 形 固 定 資 産 29    法 人 税 等 調 整 額 14
 そ の 他 29 負 債 合 計 6,587  中 間 純 利 益 168

  （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 8
無 形 固 定 資 産 31 資 本 金 200  中 間 未 処 分 利 益 177
投 資 そ の 他 の 資 産 256 資 本 剰 余 金 －   
 敷 金 及 び 保 証 金 34 利 益 剰 余 金 1,168   
 繰 延 税 金 資 産 215 (うち中間純利益) (168)   
 そ の 他 の 投 資 等 163    
 貸 倒 引 当 金 △   156 資 本 合 計 1,368   

資 産 合 計 7,955 負債・資本合計 7,955   
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 (3) 積和不動産中部株式会社 
  ① 中間貸借対照表の要旨  ② 中間損益計算書の要旨 

         自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）  至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 35,581

流 動 資 産 15,585 流 動 負 債 6,722  営 業 費 用 34,768
 現 金 預 金 13,739  未 払 金 327  営 業 利 益 813
 受取手形・売掛金 362  前 受 金 4,757  営 業 外 収 益 13
 た な 卸 資 産 1,200  その他の流動負債 1,637  営 業 外 費 用 12
 その他の流動資産 401 固 定 負 債 17,225  経 常 利 益 813
 貸 倒 引 当 金 △   118  退 職 給 付 引 当 金 849  特 別 損 失 －

    預り敷金及び保証金 16,322  税 引 前 中 間 純 利 益 813
固 定 資 産 16,990  その他の固定負債 53  法人税、住民税及び事業税 367
有 形 固 定 資 産 14,758    法 人 税 等 調 整 額 △    8
 建 物 ・ 構 築 物 7,283 負 債 合 計 23,947  中 間 純 利 益 454
 土 地 7,314 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 109
 そ の 他 160 資 本 金 1,368  中 間 未 処 分 利 益 564
無 形 固 定 資 産 30 資 本 剰 余 金 1,679   
投 資 そ の 他 の 資 産 2,201 利 益 剰 余 金 5,593   
 投 資 有 価 証 券 158 (うち中間純利益) (454)   
 長 期 貸 付 金 196   
 敷 金 及 び 保 証 金 697 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△     4

  
 繰 延 税 金 資 産 421 自 己 株 式 △     8   
 そ の 他 の 投 資 等 727 資 本 合 計 8,627   

資 産 合 計 32,575 負債・資本合計 32,575   
 
 
 (4) 積和不動産関西株式会社 
  ① 中間貸借対照表の要旨  ② 中間損益計算書の要旨 

         自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）  至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 25,863

流 動 資 産 16,899 流 動 負 債 6,117  営 業 費 用 25,026
 現 金 預 金 12,381  未 払 金 994  営 業 利 益 836
 受取手形・売掛金 274  前 受 金 3,918  営 業 外 収 益 22
 た な 卸 資 産 3,458  その他の流動負債 1,204  営 業 外 費 用 4
 その他の流動資産 892 固 定 負 債 9,700  経 常 利 益 855
 貸 倒 引 当 金 △   107  退 職 給 付 引 当 金 1,532  特 別 損 失 20
    預り敷金及び保証金 7,977  税 引 前 中 間 純 利 益 834
固 定 資 産 19,216  その他の固定負債 191  法人税、住民税及び事業税 213
有 形 固 定 資 産 7,833    法 人 税 等 調 整 額 192
 建 物 ・ 構 築 物 2,686 負 債 合 計 15,818  中 間 純 利 益 428
 土 地 5,055 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 229
 そ の 他 91 資 本 金 5,829  中 間 未 処 分 利 益 657
無 形 固 定 資 産 45 資 本 剰 余 金 7,017   
投 資 そ の 他 の 資 産 11,338 利 益 剰 余 金 7,550   
 投 資 有 価 証 券 71 (うち中間純利益) (428)   
 長 期 貸 付 金 820    
 敷 金 及 び 保 証 金 9,375 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△    1

  
 繰 延 税 金 資 産 716 自 己 株 式 △   98   
 そ の 他 の 投 資 等 353 資 本 合 計 20,298   

資 産 合 計 36,116 負債・資本合計 36,116   
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 (5) 積和不動産中国株式会社 
  ① 中間貸借対照表の要旨  ② 中間損益計算書の要旨 

         自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）  至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 6,885

流 動 資 産 6,721 流 動 負 債 1,824  営 業 費 用 6,438
 現 金 預 金 6,037  前 受 金 886  営 業 利 益 447
 受取手形・売掛金 83  未 払 法 人 税 等 190  営 業 外 収 益 6
 た な 卸 資 産 507  その他の流動負債 747  営 業 外 費 用 4
 その他の流動資産 109 固 定 負 債 4,062  経 常 利 益 449
 貸 倒 引 当 金 △    16  退 職 給 付 引 当 金 462  特 別 損 失 1
    預り敷金及び保証金 3,529  税 引 前 中 間 純 利 益 447
固 定 資 産 1,587  その他の固定負債 71  法人税、住民税及び事業税 193
有 形 固 定 資 産 1,095    法 人 税 等 調 整 額 3
 建 物 ・ 構 築 物 579 負 債 合 計 5,887  中 間 純 利 益 250
 土 地 413 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 6
 そ の 他 102 資 本 金 379  中 間 未 処 分 利 益 256
無 形 固 定 資 産 17 資 本 剰 余 金 177   
投 資 そ の 他 の 資 産 474 利 益 剰 余 金 1,875   
 投 資 有 価 証 券 47 (うち中間純利益) (250)   
 長 期 貸 付 金 97   
 敷 金 及 び 保 証 金 108 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△     1

  
 繰 延 税 金 資 産 218 自 己 株 式 △     8   
 そ の 他 の 投 資 等 1 資 本 合 計 2,422   

資 産 合 計 8,309 負債・資本合計 8,309   
 
 
 (6) 積和不動産九州株式会社 
  ① 中間貸借対照表の要旨  ② 中間損益計算書の要旨 

         自 平成 15 年 2 月 1 日 
（平成 15 年 7 月 31 日現在）  至 平成 15 年 7 月 31 日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 7,338

流 動 資 産 3,564 流 動 負 債 1,350  営 業 費 用 7,021
 現 金 預 金 1,894  前 受 金 991  営 業 利 益 316
 受取手形・売掛金 138  未 払 法 人 税 等 136  営 業 外 収 益 0
 た な 卸 資 産 1,422  その他の流動負債 222  営 業 外 費 用 15
 その他の流動資産 131 固 定 負 債 2,143  経 常 利 益 301
 貸 倒 引 当 金 △    23  退 職 給 付 引 当 金 243  特 別 損 失 －

    預り敷金及び保証金 1,870  税 引 前 中 間 純 利 益 301
固 定 資 産 1,106  その他の固定負債 29  法人税、住民税及び事業税 136
有 形 固 定 資 産 725    法 人 税 等 調 整 額 △   0
 建 物 ・ 構 築 物 226 負 債 合 計 3,493  中 間 純 利 益 166
 土 地 292 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 12
 そ の 他 205 資 本 金 263  中 間 未 処 分 利 益 178
無 形 固 定 資 産 6 資 本 剰 余 金 94   
投 資 そ の 他 の 資 産 374 利 益 剰 余 金 820   
 敷 金 及 び 保 証 金 229 (うち中間純利益) (166)   
 繰 延 税 金 資 産 137    
 そ の 他 の 投 資 等 7 資 本 合 計 1,177   

資 産 合 計 4,670 負債・資本合計 4,670   
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平成 16 年 1 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 15 年 9 月 18 日 

 

上 場 会 社 名          積水ハウス株式会社                       上場取引所    東 大 名  
コ ー ド 番 号         1928                                           本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.sekisuihouse.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長    氏名 和田 勇 
問合せ先責任者 役職名 広報部長          氏名 山口 英大        ＴＥＬ (06) 6440－3111 
 
決算取締役会開催日 平成 15 年  9 月 18 日          中間配当制度の有無            有 ・ 無 
中間配当支払開始日 平成 15 年  9 月 30 日          単元株制度採用の有無            有(１単元 1000 株) ・ 無 
 
１． 15 年 7 月中間期の業績(平成 15 年 2 月 1 日～平成 15 年 7 月 31 日) 
(1) 経営成績                                  (注)百万円未満は切り捨てにより表示 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

523,888  △0.7
527,846  △7.3

32,159    23.8
25,978 △24.5

32,101    27.7
25,133  △28.8

15 年 1 月期 1,052,558   58,564   55,564 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

15,556   11.8 
13,914      - 

22.05 
19.62 

15 年 1 月期    30,196 42.58 

 
 

(注)①期中平均株式数   15 年 7 月中間期 705,593,929 株   14 年 7 月中間期 709,302,320 株   15 年 1 月期 709,184,330 株 

②会計処理の方法の変更    有 ･ 無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

9.00 
9.00 

――――― 
――――― 

 

15 年 1 月期 ――――― 18.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

15 年 7 月中間期 
14 年 7 月中間期 

1,018,977 
1,130,245 

612,606 
608,664 

60.1 
53.9 

880.82 
858.17 

15 年 1 月期 1,115,880 612,641 54.9 864.37 
(注)①期末発行済株式数  15 年 7 月中間期 695,493,117 株  14 年 7 月中間期 709,259,317 株   15 年 1 月期 708,775,614 株 

②期末自己株式数   15 年 7月中間期 13,891,961 株   14 年 7 月中間期 125,761 株       15 年 1 月期 609,464 株 

 
２．16 年 1月期の業績予想(平成 15 年 2 月 1 日～平成 16 年 1 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 1,080,000 65,000 32,500 9.00 18.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 46 円 73 銭 

 
※上記の業績予想は本資料の発表日現在の事業環境に基づき作成したものです。実際の業績は今後様々な要因によって予想数

値と異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は中間決算短信（連結）添付参考資料2ページを参照下さ

い。 
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個別財務諸表等 

1.中間貸借対照表   

（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成15年7月31日現在)

前     期 
（平成15年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

(平成14年7月31日現在)

（ 資 産 の 部 ） （１，０１８，９７７）（１，１１５，８８０） （△９６，９０３）（１，１３０，２４５）

流 動 資 産 ５７１，６６２ ６５２，４９８ △８０，８３６  ６５６，８６４

 現 金 預 金  １００，９５１ １１９，１２５   １１７，５４１

 受 取 手 形  ２１５ １６０   ８７３

 完 成 工 事 未 収 入 金  ８１，８５３ ８９，０２５   ７８，８０１

 不 動 産 事 業 売 掛 金  ７，９６０ ４，１６１   ７，４０１

 有 価 証 券  － ５０，０１６   ５０，０３２

 未 成 工 事 支 出 金  ５１，７５１ ６０，０５６   ５７，８７３

 分 譲 用 建 物  ３５，６３６ ３０，９３０   ３０，００６

 分 譲 用 土 地  １７４，９９４ １６１，１９６   １６９，８２１

 未 成 分 譲 用 土 地  １９，９１０ １９，７１７   ２０，２７５

 そ の 他 の た な 卸 資 産  ３，７０６ ３，７１９   ４，０５０

 前 渡 金  １，１２１ ９０７   １，１１５

 前 払 費 用  ５，３８６ ５，４９５   ４，９５２

未 収 入 金  １４，７９１ １９，７９９   １５，０８７

 繰 延 税 金 資 産  ７１，３６６ ８６，２６３   ９７，４５２

 そ の 他 の 流 動 資 産  ３，２８１ ３，２９０   ２，８９１

 貸 倒 引 当 金  △  １，２６６ △  １，３６７   △  １，３１２

固 定 資 産 ４４７，３１５ ４６３，３８２ △１６，０６７  ４７３，３８１

有 形 固 定 資 産 ２１１，６２８ ２１２，５５７ △   ９２９  ２０６，３４８

 建 物 ８９，３７４ ９１，５０５   ９３，０９９

 構 築 物 ４，６１８ ４，８２０   ４，９５５

 機 械 及 び 装 置 １０，８８４ １１，５３８   １２，１９０

 車 輌 及 び 運 搬 具 １３９ １２９   １８６

 工 具 器 具 及 び 備 品 ３，６０９ ３，７８４   ４，０１５

 土 地 ９９，５９５ ９９，４０１   ９１，１８６

 建 設 仮 勘 定 ３，４０４ １，３７７   ７１３

無 形 固 定 資 産 ８，１７０ ８，２７３ △   １０３  ８，４８３

 借 地 権  ５，８７０ ５，８６９   ５，８６８

 ソ フ ト ウ エ ア  １，５７６ １，６７８   １，８８７

 施 設 利 用 権  ３３ ３５   ３９

 電 話 加 入 権  ６８９ ６８８   ６８７

投 資 そ の 他 の 資 産 ２２７，５１６ ２４２，５５２ △１５，０３６  ２５８，５４９

 投 資 有 価 証 券  ９５，９２５ ９４，９２５   １０３，２３１

 関係会社株式及び出資金  １８，９１９ １５，８３５   １７，４６６

 長 期 貸 付 金  ８２，５３７ ８８，３３８   ９７，９５４

 長 期 前 払 費 用 ７８２ ８７４   １，０１９

敷 金 及 び 保 証 金 １４，００９ １４，４３４   １４，９５２

 繰 延 税 金 資 産  ３８，０５４ ４０，１２８   ３７，５７２

 そ の 他 の 投 資  ４，３４７ １５，１１５   １３，５７１

 関係会社投資評価引当金  △    ６８２ △    ６８２   △    ６８２

 貸 倒 引 当 金  △ ２６，３７８ △ ２６，４１８   △ ２６，５３７

合 計 １，０１８，９７７ １，１１５，８８０ △９６，９０３  １，１３０，２４５
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（単位：百万円）

期 別

科 目 
当 中 間 期 

(平成15年7月31日現在)

前     期 
（平成15年1月31日現在）

対前期比較増減 
前 年 中 間 期

（平成14年7月31日現在）

（ 負 債 の 部 ） （４０６，３７０） （５０３，２３９）（△９６，８６９） （５２１，５８１）

流 動 負 債 ２９７，６０６ ３６３，２９２ △６５，６８６  ３７９，９０４

 支 払 手 形  ５７，８４６ ６３，７６５   ８０，２１１

 買 掛 金  ３７，１１１ ３６，５０９   ３１，２４４

 工 事 未 払 金  ５１，２３３ ４８，９６５   ４６，６４６

 一 年 以 内 に 償 還 予 定 の 社 債  １０，０００ －   －

 一年以内に期日到来の転換社債  － ８９，９９９   １０２，８１９
 
 
一年以内に返済予定の長期借入金  ２０，００１ １   ２

 未 払 金  ５，０８６ ５，１９２   ２，０９４

 未 払 費 用  ９，９３９ ９，５０５   ９，７４６

 未 払 法 人 税 等  ４８４ ４５９   ４７１

 未 払 消 費 税 等  ４，２７１ ６，１５３   ４，１７４

 未 成 工 事 受 入 金  ６２，８５８ ６３，０９７   ６８，１９７

 前 受 金  ６，８４２ ５，７８１   ４，３９２

 賞 与 引 当 金  １０，８９８ １３，４９３   ９，８９１

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  ９６９ ９６６   ９８９

 そ の 他 の 流 動 負 債  ２０，０６４ １９，４０２   １９，０２２

固 定 負 債 １０８，７６４ １３９，９４６ △３１，１８２  １４１，６７７

 社 債  ３０，０００ ４０，０００   ４０，０００

 長 期 借 入 金  ２ ２０，００３   ２０，００４

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  ９，６４２ ９，９７４   １０，６７６

 退 職 給 付 引 当 金  ６６，３５２ ６６，８４０   ６９，７４２

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ８０７ ８５２   ７５０

 日本国際博覧会出展引当金  ７０ ３５   －

 そ の 他 の 固 定 負 債  １，８８８ ２，２４１   ５０３

（ 資 本 の 部 ） （６１２，６０６） （６１２，６４１） （△    ３５） （６０８，６６４）

資 本 金 １８６，５５４ １８６，５５４ －  １８６，５５４

資 本 剰 余 金 ２３７，５２２ ２３７，５２２ ０  ２３７，５２２

 資 本 準 備 金  ２３７，５２２ ２３７，５２２   ２３７，５２２

 自 己 株 式 処 分 差 益 ０ －   －

利 益 剰 余 金 １９９，９５９ １９０，９３０ ９，０２９  １８１，０３１

 利 益 準 備 金  ２３，１２８ ２３，１２８   ２３，１２８

 別 途 積 立 金  １５４，３００ １３６，３００   １３６，３００

 中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益  ２２，５３１ ３１，５０２   ２１，６０３

 （ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ）  （１５，５５６） （３０，１９６） （１３，９１４）

 その他有価証券評価差額金 １，０９５ △  １，８３６ ２，９３１  ３，６７２

自 己 株 式 △ １２，５２５ △    ５２９ △１１，９９６  △    １１６

合 計 １，０１８，９７７ １，１１５，８８０ △９６，９０３  １，１３０，２４５
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２.中間損益計算書   
  （単位：百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 

自 平成１５年２月 １日 自 平成１４年２月 １日

 

 自 平成１４年２月 １日

至 平成１５年７月３１日 至 平成１４年７月３１日

対 前 年 中 間 期 

比 較 増 減 
 至 平成１５年１月３１日

 

期  別 

 

科  目 
金   額 

百分比

（％） 金   額 
百分比

（％） 金  額 比率（％） 金   額 
百分比

（％）

売 上 高 ５２３，８８８ 100.0 ５２７，８４６ 100.0 △３，９５８△ 0.7 １，０５２，５５８ 100.0

 完 成 工 事 高 ４６１，７８６ 88.1 ４４６，３３５ 84.6   ９０４，７５７  86.0

 不 動 産 事 業 売 上 高 ６２，１０１ 11.9 ８１，５１０ 15.4   １４７，８０１  14.0

売 上 原 価 ４１０，９５５ 78.5 ４１９，３００ 79.4 △８，３４５ △ 2.0 ８３１，００９  79.0

 完 成 工 事 原 価 ３５４，９２５ (76.9) ３４５，５９９ (77.4)   ６９７，５６２ (77.1)

 

 不動産事業売上原価 ５６，０３０ (90.2) ７３，７００ (90.4)   １３３，４４６ (90.3)  

売 上 総 利 益 １１２，９３２ 21.5 １０８，５４５ 20.6 ４，３８７  4.0 ２２１，５４９  21.0

 完 成 工 事 総 利 益 １０６，８６０ (23.1) １００，７３６ (22.6)   ２０７，１９４ (22.9)

 

 不動産事業売上総利益 ６，０７１ (9.8) ７，８０９ (9.6)   １４，３５４ ( 9.7)

販売費及び一般管理費 ８０，７７３ 15.4 ８２，５６６ 15.7 △１，７９３△ 2.2 １６２，９８５  15.4

営 
 

 

業 
 

 

損 
 

 

益 

営 業 利 益 ３２，１５９ 6.1 ２５，９７８ 4.9 ６，１８１  23.8 ５８，５６４   5.6

営 業 外 収 益 ３，３７１ 0.6 ３，１７８ 0.6 １９３  6.1 ５，４０５   0.5

 受取利息及び配当金 ２，６０２ ２，２９５    ３，７２０

 そ の 他 ７６８ ８８２    １，６８４

営 業 外 費 用 ３，４２８ 0.6 ４，０２３ 0.8 △５９５△ 14.8 ８，４０４   0.8

 支 払 利 息 １６８  ９２    ２００  

 社 債 利 息 ９３４  １，４０３    ２，２２６  

営
業
外
損
益 

 そ の 他 ２，３２５  ２，５２７    ５，９７８  

経 
 

 
 

常 
 

 
 

損 
 

 
 

益 
 

 
 

の 
 

 
 

部 

経 常 利 益 ３２，１０１ 6.1 ２５，１３３ 4.7 ６，９６８  27.7 ５５，５６４   5.3

特 別 利 益 ４９ 0.0 － － ４９  － － －

 投資有価証券売却益 ４９  －    －

特 別 損 失 １，４２４ 0.2 ７１８ 0.1 ７０６  98.3 ２，０８０   0.2

特

別

損

益

の
部 

 

投資有価証券評価損 

固定資産売却及び除却損 

そ の 他 

１，０７０ 

３５３ 

－ 

１９２

５２４

１

  

８９２

１，１８５

１

 

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３０，７２７ 5.9 ２４，４１５ 4.6 ６，３１２  25.9 ５３，４８４   5.1

 法人税、住民税及び事業税 ２５３ 0.0 ２２０ 0.0 ３３  15.0 ４３４   0.0

 法 人 税 等 調 整 額 １４，９１８ 2.9 １０，２８１ 2.0 ４，６３７  45.1 ２２，８５４   2.2

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １５，５５６ 3.0 １３，９１４ 2.6 １，６４２ 11.8 ３０，１９６   2.9

 

前 期 繰 越 利 益 ６，９７５ ７，６８９   ７，６８９   

中 間 配 当 額 － －  ６，３８３  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ２２，５３１ ２１，６０３  ３１，５０２  
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[中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

 
1．資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

 ① 満期保有目的の債券 ‥‥‥‥‥‥ 償却原価法（定額法） 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 ‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 ③ その他有価証券 

   ・時価のあるもの ‥‥‥‥‥‥‥ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ています。） 

   ・時価のないもの ‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 (2) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 時価法 

 (3) たな卸資産 

① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥ 個別法に基づく原価法 

 ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 ‥‥ 建物（建物附属設備を除く）については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採

用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

 (2) 無形固定資産 ‥‥ 定額法を採用しています。なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）

に基づく定額法を採用しています。 

 

3．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

 (2) 関係会社投資評価引当金 ‥‥ 関係会社への投資に対する損失に備えるため、資産内容等を勘案して計上していま

す。 

 (3) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担

すべき額を計上しています。 

 (4) 完成工事補償引当金 ‥‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間会計

期間末に至る一年間の保証責任が伴う完成工事高の 1,000分の 1及び不動産事業売

上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の 1 を計上しています。 
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 (5) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しています。なお、数理計算上の差異は、5 年による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。また、過去勤務債務

については、5 年による定額法により按分した額を発生した事業年度から費用処理

することとしています。 

(追加情報)  

厚生年金基金の代行返上 

 当社の加入する積水ハウス厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分について、平成 15 年 4 月 28 日厚生労働大臣より将来分

支給義務免除の認可を受けました。 

 当中間会計期間末において測定された返還相当額は、40,774 百万円となってお

り、当中間会計期間末で返還が行われたと仮定した場合の代行返上益の見積額は、

34,654 百万円となります。 

 (6) 役員退職慰労引当金 ‥‥‥‥ 役員及び執行役員の退職に際し支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく中

間会計期間末現在の要支給額を計上しています。 

 (7) 日本国際博覧会出展引当金････ 日本国際博覧会への出展に要する費用に充てるため、当中間会計期間末に発生して

いると認められる額を計上しています。 

 
4．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。 

 
5．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 

6．ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しています。ただし、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しています。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①運用目的債券をヘッジ対象として、金利スワップをヘッジ手段としています。 

  ②外貨建金銭債務及び予定取引をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

 (3) ヘッジ方針 

   為替及び金利の変動による損失を回避する目的でデリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引

高の範囲内に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は運用目的債券並びに有利子負債総額の範囲内に限定

しています。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を比較し、両者の変動額等を基礎としてヘッジの有効性を評価しています。但し、為替予約取引については、当該

取引とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジの有

効性評価を省略しています。 

 

7．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

   なお、控除対象外消費税等は、当中間会計期間の費用としています。 
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［注記事項］ 

 

1．中間貸借対照表関係 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

(1)有形固定資産の減価償却累計額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 131,189 百万円 128,229 百万円 125,836 百万円

(2)担保提供資産 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 27,874 百万円 27,893 百万円 27,914 百万円

(3)保証債務 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 64,051 百万円 61,857 百万円 71,723 百万円

(4)有利子負債‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 60,004 百万円 150,004 百万円 162,826 百万円

(5)自己株式数 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13,891,961 株 609,464 株 125,761 株

   

   

2．中間損益計算書関係 

 （当中間期） （前  期） （前年中間期）

減価償却実施額  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 4,497 百万円 9,951 百万円 4,891 百万円

  

  

3．追加情報 
 税効果会計 

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第9号）が公布され、平成16年4月1日以後開始する事業年度より

適用されることにより、当社においては、平成17年2月1日から平成18年1月31日までの事業年度以降に解消が見込まれ

る一時差異等に係る繰延税金資産等の計算に使用する法定実効税率が変更されました。 

  この変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が2,115百万円減少し、その他有価証券評価差

額金が25百万円、当中間期に計上された法人税等調整額が 2,141百万円、それぞれ増加しています。 

 
 
4．リース取引関係 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額                （単位：百万円） 

 当中間期 前  期 前年中間期 
 （平成 15 年 7 月 31 日現在） （平成 15 年１月 31 日現在） （平成 14 年 7 月 31 日現在） 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却累

計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額 
相 当 額 

減価償却累

計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

建 物 35,339 20,074 15,265 36,675 19,418 17,257 38,607 19,222 19,385
車輌及び運搬具 35 9 26 25 6 19 8 4 3
工具器具及び備品 7,477 5,645 1,831 7,743 5,574 2,169 7,752 5,040 2,711
ソ フ ト ウ エ ア 2,056 1,459 597 1,974 1,233 741 1,884 1,039 845
合 計 44,909 27,189 17,720 46,420 26,232 20,187 48,253 25,307 22,946

（注）取得価額相当額は利息相当額を控除して算定しています。 

 
 ②未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

    （当中間期）   （前   期）    （前年中間期） 
1 年 以 内 6,882 百万円 7,494 百万円 8,080 百万円 
1 年 超 11,583 百万円 14,131 百万円 16,206 百万円 
合 計 18,465 百万円 21,626 百万円 24,287 百万円 

 
 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

       (当中間期)     （前   期）    （前年中間期） 
支 払 リ － ス 料 4,167 百万円 9,076 百万円 4,629 百万円 
減 価 償 却 費 相 当 額 3,730 百万円 8,515 百万円 4,112 百万円 
支 払 利 息 相 当 額 195 百万円 468 百万円 243 百万円 
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④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しています。 

 
 ⑤利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって 
  います。 
（オペレーティング・リース） 

   （当中間期）  （前   期）  （前年中間期） 
未経過リース料 1 年 以 内 9 百万円 11 百万円 12 百万円 

 1 年 超 56 百万円 62 百万円 82 百万円 
 合 計 66 百万円 73 百万円 94 百万円 

 
 
5．有価証券関係 
 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  
        （単位：百万円）

当中間期 
（平成15年7月31日） 

前  期 
（平成15年1月31日） 

前年中間期 
（平成14年7月31日） 

種   類 中 間 貸 借 
対 照 表 
計 上 額 

時 価 差 額

貸 借

対 照 表

計 上 額

時 価 差 額

中 間 貸 借 
対 照 表 
計 上 額 

時 価 差 額

子 会 社 株 式 3,973 16,090 12,117 3,872 12,526 8,653 3,868 13,746 9,878
    

    

 

       

以  上 
 

 

 
 


